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【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　北越　達男

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】
 
一般募集 404,716,000円

引受人の買取引受による売出し 1,423,214,000円

オーバーアロットメントによる売出し 276,146,000円

（注）１．募集金額は、発行価額の総額であり、平成30年３月９

日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて

買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行

価格）で一般募集を行うため、一般募集における発行

価格の総額は上記の金額とは異なります。

２．売出金額は、売出価額の総額であり、平成30年３月９

日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

【安定操作に関する事項】 １．今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につ

いて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取

引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる

場合があります。

２．上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 200,000株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．平成30年３月16日（金）の取締役会決議（会社法第370条及び当社定款第26条に定める方法により、平成30

年３月16日（金）に取締役会の決議があったものとみなされます。）によります。

２．本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行われる後記「第２　売出要項　１　売出株式

（引受人の買取引受による売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）

にあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社

株主から130,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売

出し」という。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

４．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」とい

う。）に決定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異

なる価額（発行価格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集におけ

る発行価格の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 200,000株 404,716,000 202,358,000

計（総発行株式） 200,000株 404,716,000 202,358,000

　（注）１．全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２．発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とします。

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成30年３月９日（金）現在の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

EDINET提出書類

株式会社三機サービス(E31379)

有価証券届出書（参照方式）

 2/16



（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

発行価額
（円）

資本組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

（注）１.２.

発行価格等決定日

の株式会社東京証

券取引所における

当社普通株式の普

通取引の終値（当

日に終値のない場

合は、その日に先

立つ直近日の終

値）に0.90～1.00

を乗じた価格（１

円未満端数切捨

て）を仮条件とし

ます。

未定

（注）１.

２.

未定

（注）１.
100株

自 平成30年３月30日(金)

至 平成30年４月２日(月)

（注）３．

１株につ

き発行価

格と同一

の金額

平成30年４月５日(木)

（注）３．

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までの間のいずれかの日

（発行価格等決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人よ

り受取る１株当たりの払込金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額

を新規発行株式の発行数で除した金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以

下同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価

額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額

の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価

額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日まで

の期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.sanki-s.co.jp/）（以下「新聞等」

という。）で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正

が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発

行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場

合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２．前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成30年３月23日（金）から平成30年３月29日（木）までを予定しております

が、実際の発行価格等の決定期間は、平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までを予定して

おります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年３月26日（月）の場合、申込期間は「自　平成30年３月27日（火）　至　

平成30年３月28日（水）」、払込期日は「平成30年４月２日（月）」

②　発行価格等決定日が平成30年３月27日（火）の場合、申込期間は「自　平成30年３月28日（水）　至　

平成30年３月29日（木）」、払込期日は「平成30年４月３日（火）」

③　発行価格等決定日が平成30年３月28日（水）の場合、申込期間は「自　平成30年３月29日（木）　至　

平成30年３月30日（金）」、払込期日は「平成30年４月４日（水）」

④　発行価格等決定日が平成30年３月29日（木）の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５．申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６．申込証拠金には、利息をつけません。
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７．株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年３月26日（月）の場合、受渡期日は「平成30年４月３日（火）」

②　発行価格等決定日が平成30年３月27日（火）の場合、受渡期日は「平成30年４月４日（水）」

③　発行価格等決定日が平成30年３月28日（水）の場合、受渡期日は「平成30年４月５日（木）」

④　発行価格等決定日が平成30年３月29日（木）の場合、受渡期日は「平成30年４月６日（金）」

となりますのでご注意下さい。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者の本店及び全国各支店で申込みの取扱いをいたします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　姫路中央支店 兵庫県姫路市紺屋町45番地

　（注）１．上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

２．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を変更し、株式会社三菱ＵＦＪ銀行となりま

す。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 180,000株
１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、払込期日に払込取扱場

所へ発行価額と同額を払込

むことといたします。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、一般募集にお

ける価額（発行価格）と発

行価額との差額は引受人の

手取金となります。

三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 8,000株

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 8,000株

エース証券株式会社 大阪市中央区本町二丁目６番11号 4,000株

計 ― 200,000株 ―

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

404,716,000 8,000,000 396,716,000

　（注）１．引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。

また、消費税等は含まれておりません。

２．払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成30年３月９日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額396,716,000円については、350,000,000円を、平成32年５月期中に設備投資資金に、残

額が生じた場合は、平成31年５月期中に運転資金に充当する予定であります。

　設備投資資金の内容については、老朽化に伴うシステム再構築等を目的としたトータルメンテナンスシステ

ム構築のためのソフトウエア導入に250,000,000円、経営の効率化を目的としたＳＦＡ・会計・人事・給与計

算等のためのソフトウエア導入に100,000,000円をそれぞれ充当する予定であり、当該各ソフトウエア導入に

より、「トータルメンテナンス事業における生産性の向上」、「お客様へ改善提案をするためのデータ収集と

分析」、「経営管理体制強化」を実現することで、収益力を向上させ、更なる成長を目指してまいりたいと考

えております。また、本手取金については、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品で運用する予定

であります。

　なお、後記「第三部　参照情報　第１　参照書類　１　有価証券報告書（第40期）」の「第一部　企業情

報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」は、本有価証券届出書提出日（平成30年３月16日）

現在以下のとおりとなっております。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社 －
メンテナンス

事業
ソフトウエア 250,000 －

増資資金、

自己資金及

び借入金

（注）４

平成29年

12月

平成31年

５月
－

提出会社 －
メンテナンス

事業
ソフトウエア 100,000 －

増資資金、

自己資金及

び借入金

（注）４

平成30年

６月

平成31年

５月
－

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力は、計数的な把握が困難なため記載しておりません。

３．第41期第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを「メンテナンス事業」の単一セグメントに変更して

おります。

４．増資資金で不足が生じた場合は、自己資金及び借入金をもって充当する予定です。

 

　なお、平成27年３月20日及び平成27年４月７日の取締役会において決議した公募及び第三者割当による新株

式発行にかかる調達資金453,460千円は、平成28年５月期中に、研修センターの建設・設備に200,000千円、

コールセンターシステムの機能強化及び効率化の向上のためのＩＴシステム強化に50,000千円を設備資金とし

て充当し、残額を平成27年５月期以降に人材採用、人件費及び教育研修費等の運転資金に充当する予定でおり

ました。しかしながら、コスト削減を目的として研修センターにコールセンター及び本社機能を併設したこ

と、また建設資材の価格が上昇している環境であったことを考慮し、ＩＴシステム強化よりも研修センターの

建設・設備への充当を優先させた結果、347,666千円を平成28年５月期中に研修センターの建設・設備に充当

し、残額を平成28年５月期中に人材採用、人件費及び教育研修費等の運転資金に充当いたしました。
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される

引受価額にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行い、当

該引受価額と異なる価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の

総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金としま

す。売出人は引受人に対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数 売出価額の総額（円） 売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称

普通株式 670,000株 1,423,214,000
兵庫県姫路市

中島義兼

　（注）１．一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出し

の主幹事会社である野村證券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．売出価額の総額は、平成30年３月９日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込
証拠金
（円）

申込
受付場所

引受人の住所及び氏名又
は名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１.２.

発行価格等決定日の

株式会社東京証券取

引所における当社普

通株式の普通取引の

終値（当日に終値の

ない場合は、その日

に先立つ直近日の終

値）に0.90～1.00を

乗じた価格（１円未

満端数切捨て）を仮

条件とします。

未定

(注)１.

２.

自　平成30年

３月30日(金)

至　平成30年

４月２日(月)

（注）３．

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融

商品取引

業者の本

店及び全

国各支店

東京都中央区日本橋一丁

目９番１号

野村證券株式会社

 

東京都千代田区丸の内二

丁目５番２号

三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会

社

 

東京都千代田区丸の内三

丁目３番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式

会社

 

大阪市中央区本町二丁目

６番11号

エース証券株式会社

(注)４.

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までの間のいずれかの日

（発行価格等決定日）に、売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売

買代金）を決定いたします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定さ

れた場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入

額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーア

ロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）につい

て、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定

に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社

ウェブサイト（［URL］http://www.sanki-s.co.jp/）（新聞等）で公表いたします。また、発行価格等が決

定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付さ

れます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正さ

れる事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等によ

る公表は行いません。

２．前記「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは

異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．株式の受渡期日は、平成30年４月６日（金）であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成30年３月23日（金）から平成30年３月29日（木）までを予定しております

が、実際の発行価格等の決定期間は、平成30年３月26日（月）から平成30年３月29日（木）までを予定して

おります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年３月26日（月）の場合、申込期間は「自　平成30年３月27日（火）　至　

平成30年３月28日（水）」、受渡期日は「平成30年４月３日（火）」

②　発行価格等決定日が平成30年３月27日（火）の場合、申込期間は「自　平成30年３月28日（水）　至　

平成30年３月29日（木）」、受渡期日は「平成30年４月４日（水）」

③　発行価格等決定日が平成30年３月28日（水）の場合、申込期間は「自　平成30年３月29日（木）　至　

平成30年３月30日（金）」、受渡期日は「平成30年４月５日（木）」

④　発行価格等決定日が平成30年３月29日（木）の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．元引受契約の内容
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買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引

受人の手取金と同一といたします。

各金融商品取引業者の引受株式数

金融商品取引業者名 引受株式数

野村證券株式会社 603,000株

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 26,800株

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 26,800株

エース証券株式会社 13,400株

５．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６．申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７．申込証拠金には、利息をつけません。

８．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円） 売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称

普通株式 130,000株 276,146,000
東京都中央区日本橋一丁目９番１号

野村證券株式会社

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要

状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から130,000株

を上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出

しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出し

そのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及

び引受人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の

総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロッ

トメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目

論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る

有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサ

イト（［URL］http://www.sanki-s.co.jp/）（新聞等）で公表いたします。また、発行価格等が決定される

前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。

しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項

以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は

行いません。

２．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３．売出価額の総額は、平成30年３月９日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約
の内容

未定

（注）１．

自　平成30年３月30日(金)

至　平成30年４月２日(月)

（注）１．

100株

１株につき

売出価格と

同一の金額

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店

― ―

　（注）１．株式の受渡期日は、平成30年４月６日（金）であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出

し）」において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。

２．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３．申込証拠金には、利息をつけません。

４．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹

事会社である野村證券株式会社が当社株主から130,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーア

ロットメントによる売出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、130,000株

を予定しておりますが、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントに

よる売出しそのものが全く行われない場合があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、野村證券株式会社は、一般募集及び引受人の買取引

受による売出しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出しの売出数を上限として追加的に当

社普通株式を取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、一般募集、引受人の買取引受による

売出し及びオーバーアロットメントによる売出し（以下「本件募集売出し」という。）の受渡期日から平成30年４月

27日（金）までの間を行使期間（以下「グリーンシューオプションの行使期間」という。（注））として上記当社株

主から付与されます。

　また、野村證券株式会社は、本件募集売出しの申込期間の終了する日の翌日から平成30年４月24日（火）までの間

（以下「シンジケートカバー取引期間」という。（注））、上記当社株主から借入れた株式（以下「借入れ株式」と

いう。）の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数

を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。野村證券

株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。な

お、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又

はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合

があります。

　更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により

取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあります。

　上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により取得して返却に充当後の残余の借入れ株式は、野村

證券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返却されます。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、野村證券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ、当該株主から野村證券株式会社へのグ

リーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。

（注）　グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成30年３月26日（月）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成30

年４月３日（火）から平成30年４月27日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成30年

３月29日（木）から平成30年４月24日（火）までの間」

②　発行価格等決定日が平成30年３月27日（火）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成30

年４月４日（水）から平成30年４月27日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成30年

３月30日（金）から平成30年４月24日（火）までの間」

③　発行価格等決定日が平成30年３月28日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成30

年４月５日（木）から平成30年４月27日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成30年

３月31日（土）から平成30年４月24日（火）までの間」
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④　発行価格等決定日が平成30年３月29日（木）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成30

年４月６日（金）から平成30年４月27日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成30年

４月３日（火）から平成30年４月24日（火）までの間」

となります。

 

２　ロックアップについて

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である中島義兼並びに当社株主である株式会社中

島産業、中島諒子及び中島薫子は野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及び引受人の買取

引受による売出しの受渡期日から起算して90日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、野

村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し等を

除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利

を付与された有価証券の発行等（ただし、一般募集及び株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意し

ております。

　上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

 

・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

１．募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1）金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の

規制に関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は

売出しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したこ

とによる当該有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間（＊１））において、当該有価

証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引シス

テムにおける空売り（＊２）又はその委託もしくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売

出しに応じて取得した有価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ（＊３）の決済を行うことはできま

せん。

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り（＊２）に係る有価証券の借入れ（＊

３）の決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券

を取得させることができません。

＊１　取引等規制府令第15条の５に定める期間は、平成30年３月17日から、発行価格及び売出価格を決定したこ

とによる有価証券届出書の訂正届出書が平成30年３月26日から平成30年３月29日までの間のいずれかの日

に提出され、公衆の縦覧に供された時までの間となります。

＊２　取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）、投資法人債券等の空

売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

＊３　取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含み

ます。
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２．今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下

同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総

額、資本組入額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、

オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をい

う。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及

び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインター

ネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.sanki-s.co.jp/）（以下「新聞等」という。）で公表いたし

ます。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見

書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に

伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付さ

れ、新聞等による公表は行いません。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。

 

（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　平成27年４月24日から平成30年３月９日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び

株式売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。

　なお、当社株式は、平成27年４月24日付をもって株式会社東京証券取引所に上場いたしましたので、それ以前の株

価、ＰＥＲ及び株式売買高については該当事項はありません。

　（注）１．当社は、平成27年12月１日付で普通株式１株を３株とする株式分割を行っておりますので、株価、ＰＥＲ及

び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２．乃至４．に記載のとおり、当該株式分割を考慮

したものとしております。

２．・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。な

お、平成27年12月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を３で除して得た数値を株価

としております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

３．ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益

・週末の終値については、平成27年12月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を３で除して得た数値を週

末の終値としております。

・１株当たり当期純利益は、以下の数値を使用しております。

平成27年４月24日から平成27年５月31日については、平成27年３月20日提出の有価証券届出書の平成26年

５月期の連結財務諸表の１株当たり当期純利益を３で除して得た数値を使用。

平成27年６月１日から平成28年５月31日については、平成27年５月期有価証券報告書の平成27年５月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を３で除して得た数値を使用。

平成28年６月１日から平成29年５月31日については、平成28年５月期有価証券報告書の平成28年５月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成29年６月１日から平成30年３月９日については、平成29年５月期有価証券報告書の平成29年５月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

４．株式売買高については、平成27年12月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に３を乗じて得た数値

を株式売買高としております。
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２【大量保有報告書等の提出状況】

　平成29年９月16日から平成30年３月９日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありませ

ん。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第40期（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）平成29年８月30日近畿財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第41期第１四半期（自　平成29年６月１日　至　平成29年８月31日）平成29年10月13日近畿財務局長に

提出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第41期第２四半期（自　平成29年９月１日　至　平成29年11月30日）平成30年１月12日近畿財務局長に

提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成30年３月16日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成29年８月31日

に近畿財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出日以

後本有価証券届出書提出日（平成30年３月16日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリ

スク」について変更がありました。以下に記載の「事業等のリスク」は、当該変更を反映し、一括して記載したもので

あります。なお、当該「事業等のリスク」の変更は、当社が、第41期第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを

従来の「空調機器メンテナンス事業」及び「トータルメンテナンス事業」の２区分から「メンテナンス事業」の単一セ

グメントに変更したことによるものであります。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、以下の「事業等のリスク」に記載され

たものを除き、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成30年３月16日）現在においてもその判断に変更はなく、また

新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

［事業等のリスク］

　有価証券報告書等に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成30年３月16日）現在において当社グループが判断

したものでありますが、全てのリスクを網羅したものではありません。

(1）業績の季節的変動

　当社グループの事業では、夏の冷房運転に備えて設備の修繕や入替工事が集中する３月から６月に売上が伸びる

傾向が強く、一方で販売費及び一般管理費などの固定費は、ほぼ恒常的に発生するため利益が著しく第４四半期連

結会計期間に偏るという季節的変動があります。第40期第４四半期連結会計期間の営業利益は193,283千円であ

り、同連結会計年度の営業利益538,781千円の35.9％となっております。

(2）部材の価格上昇に伴うリスク

　当社グループが事業活動を行うにあたりメンテナンスサービス等で必要となる部品等の価格が高騰したにもかか

わらず、請負金額に反映することが困難な場合には、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

(3）事故・災害等に伴うリスク

　当社グループが顧客に提供している設備メンテナンス及び設備工事において、当社グループ社員又は業務委託先

の人的なミスにより、顧客に損失を与えてしまう恐れがあります。損害賠償責任保険の加入や業務委託先への指導

によりリスク回避には努めておりますが、保険でまかないきれない損失の発生や信頼失墜により、当社グループの

業績に影響が生じる可能性があります。

(4）海外事業の展開に伴うリスク
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　当社グループは、中国上海市において事業を展開しておりますが、次のようなリスクにより業績等に影響が生じ

る可能性があります。

①　予期しない法律や規制の変更

②　社会・政治及び経済状況の変化又は治安の悪化

③　各種税制の不利な変更又は課税

④　異なる商習慣による取引先の信用リスク等

⑤　労働環境の変化や人材確保・教育の難しさ

⑥　為替リスク

　これらのリスクを最小限に抑えるため、現地顧問弁護士や会計事務所等からも迅速に情報を入手し、いち早く対

策が打てるよう努めておりますが、リスクの顕在化により、サービスの提供が困難になり、当社グループの業績に

影響が生じる可能性があります。

(5）顧客依存に関するリスク

　当社グループは、売上高の20.6％をパナソニック産機システムズ株式会社、14.8％を株式会社ライフコーポレー

ション、12.7％を株式会社セブン－イレブン・ジャパンに依存しております（第40期実績）。現在、上記３社以外

の取引先の拡大を行っておりますが、これらの主要な顧客との関係が悪化した場合には、当社グループの業績に影

響が生じる可能性があります。

(6）競合に関するリスク

　当社グループは、競合他社との差別化を図るため、顧客がメンテナンス状況をリアルタイムに把握できるＷＥＢ

管理システムの導入や、特定の設備機器のみならず多種多様な設備機器を扱うことができる社内メンテナンスエン

ジニアの育成を行っております。しかし、メンテナンス市場には大小様々な競合他社や施工業者及びメーカー系列

のメンテナンス会社等が多数存在しており、これらの会社等との競合により、メンテナンス価格が下落し、当社グ

ループの業績に影響が生じる可能性があります。

(7）主要顧客のメンテナンス業務内製化に関するリスク

　当社グループの主要顧客のメンテナンスに関して、顧客又はそのグループ会社においてメンテナンスの内製化を

高めていく場合には、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

(8）法的規制について

　当社グループは、事業活動を遂行するにあたり、気候変動、大気汚染、有害物質、廃棄物、製品リサイクル及び

土壌・地下水汚染などに関する様々な環境関連法令の適用を受けており、環境に関連する費用負担や損害賠償責任

が発生した場合には、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

　また、当社グループが関連する設備メンテナンス及び設備工事は、官公庁関連の案件については入札制度に参加

しており、その参加資格条件に変更が生じた場合には、入札機会を失う可能性があります。また、官公庁案件にお

いて、民間への開放策である指定管理者制度などが導入され、管理運営者が変更となった場合には、当社が受注で

きなくなる可能性があります。これらにより、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

(9）メーカーにおける当社取扱商品の販売動向

　当社グループは、主としてパナソニックグループ会社のメーカーサービス指定店としてメンテナンスを行ってい

るため、同社が製造・販売する大型空調機器が減少する場合には、当社のメンテナンス需要も減少し当社グループ

の業績に影響が生じる可能性があります。

(10）メーカーメンテナンス体制について

　当社グループは、パナソニック産機システムズ株式会社から委託されるメンテナンス業務が大きな割合を占めて

おりますが、メーカーから独立し起業したメンテナンス企業が出現したり、パナソニック産機システムズ株式会社

がメンテナンスの内製化を行うこととなった場合には、当社に委託される業務が減少し、当社グループの業績に影

響が生じる可能性があります。

(11）業務委託価格について

　当社グループのメーカー指定店としてのサービス価格は、パナソニック産機システムズ株式会社から提示される

メンテナンス料金表に基づき発注価格が決定されております。そのため、同料金表の改定により価格が大きく下落

した場合には、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

(12）業務委託先管理に伴うリスク

　当社グループは、事業を全国展開するにあたり、当社メンテナンスエンジニアが対応可能なエリアにおいても

サービスの効率性をあげるため業務委託先であるパートナーへ業務を委託しております。そのため、パートナーへ

の教育・指導等の施策によりサービスレベルを確保するよう努めておりますが、パートナーの技術力不足や対応不

良によるクレームが発生し、当社グループの信用が低下したり、施工不良に伴う損害賠償責任が発生することによ

り、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。
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(13）人材確保と育成について

　当社グループは、多種多様な設備機器に関するメンテナンスを一括で行えることに強い競争力を持つために、当

社メンテナンスエンジニアが直接メンテナンス対応する一方、専門技術のあるパートナーに業務委託をすることに

より、安定したサービスの提供と利益を追求する戦略を推し進めております。そのためには専門性の高い技術を有

する社員の雇用確保や人材育成が必要でありますが、それらが計画どおりに進まずに期待する成長を達成できない

場合や専門技術のあるパートナーを開拓できずに安定したサービスの提供ができない場合には、当社グループの業

績に影響が生じる可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社三機サービス本店

（兵庫県姫路市阿保甲576番地１）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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